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新潟県立大学第３期中期目標の変更（案）に対する委員意見と回答 

 

（前文）基本的な目標                                                        

変更箇所 委員意見 回答 

本県は、東アジア諸国（ここでは、主に日本、中

国、朝鮮半島のほか、ロシア、モンゴルを含む地域

をいう。以下同じ。）を中心とする地域の交流の拠点

として活力ある地域であるとともに、子育てしやす

く、健康長寿を享受できる、人々から選ばれる地域

を創っていく必要があり、その実現を担う人材の育

成が課題となっている。新潟県立大学は、この課題

に応えるため、平成 21年４月、「国際性の涵養」「地

域性の重視」「人間性の涵養」を基本理念として開学

した。 

新潟県立大学は、この課題に応えるため、平成 21

年４月、「国際性の涵養」「地域性の重視」「人間性の

涵養」を基本理念として開学した。 

開学時には国際地域学部、人間生活学部の２学部

体制であったが、平成 27年４月に大学院国際地域学

研究科を、令和２年４月には国際経済学部を、令和

５年４月には大学院健康栄養学研究科及び北東アジ

ア研究所を、令和７年４月には国際経済学部の新た

なコースとなるデータサイエンス経済コースを開設

した。 

 

【委員意見１】 

北東アジア研究所とあわせて、北東アジア諸国と呼

ばないのは、何か理由があるのか。 

【回答１】 

「東アジア」については、北東アジア地域をさす場

合や、外務省のウェブサイトにもみられるように、

北東アジア地域に加え、東南アジア地域も含めて分

類する場合もあり、様々な地域概念があります。 

今期の中期目標に明記している「東アジア諸国」の

呼称については、中期目標策定時に、本県と関わり

の深い北東アジアの国や地域をピックアップして記

載しておりますが、それら以外の国や地域も含まれ

ているため、北東アジア諸国とはしておりません。 

また、北東アジア研究所においては、中国、ロシア、

モンゴル、韓国、北朝鮮の５か国を主な研究エリア

としておりますが、これらの国は、中期目標に記載

している東アジア諸国の中に包含されていることか

ら、今期の中期目標において呼称を変更する必要は

ないと考えています。 
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１ 教育に関する目標                                                   

変更箇所 委員意見 回答 

(1) 教育の成果に関する目標 

【学部学士課程】 

② 地域の特性や課題への理解を備えた人材 

地域の自然環境や伝統・生活文化、経済・産

業等の特性や課題に対応し、多様な人々が共に

助け合って、健康で充実した生活を送ることが

できる地域社会の創造に資する人材を育成す

る。 

 

データサイエンス教育等を一層推進し、経

済・企業・地域活動など幅広い分野における社

会的課題を解決できる人材を育成する。 

 

【委員意見２】 

「データサイエンス教育等を一層推進」の「等」と

は具体的には何か。 

具体的なものがあれば評価基準を明確にするために

も明記すべきではないか。 

【回答２】 

データサイエンス経済コースを開設するにあたり、

社会的課題を解決できる人材の育成を目指す取組と

して、「データサイエンス教育」をハイライトして明

記しましたが、「等」は、国際経済学部の他コースや

他学部において、これまで実施してきた取組や今後

実施していく取組を包含させるために付けておりま

す。 

(2) 教育の内容に関する目標 

③ 教育方法 

専攻分野や授業科目の特性に応じ、地域社会

や産業界と連携・協働し、それらが保有するデ

ータの利活用を図るなど、有効な授業形態及び

学習方法を取り入れる。 

 

授業科目ごとの学習目標、成績評価基準を明

らかにするとともに、卒業認定・学位授与方針

（ディプロマ・ポリシー）に基づき適正に卒業

認定を行う。 

 

【委員意見３】 

文章に反映する必要はないが、地域社会や産業界の

データを使わせてもらうだけでなく、その成果を何

かしらの形でフィードバックできるとよいのではな

いか。 

【回答３】 

ご指摘いただきました通り、データを利活用するに

あたり、成果のフィードバックは重要であると考え

ています。データサイエンス経済コースでは、企業

や自治体が保有するデータを利活用するにあたり、

学生、企業・自治体、教員の３者が協働し、現実の

問題に取り組む PBL（Project Based Learning）を

導入する予定です。取組による成果は、企業や自治

体にフィードバックするとともに、企業や自治体か

らも評価や助言をいただく予定です。 

 


